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　本年 6月 14 日に発表された「日本再興戦略」において、「成長への道筋」を実行・実現するものとして、「日本産業再興
プラン」、「戦略市場創造プラン」及び「国際展開戦略」の３つのアクションプランが打ち出されている。このうち「戦略市
場創造プラン」では、クリーン・経済的なエネルギー需給の実現を掲げ、エネルギーを賢く消費する社会のための取り組み
として、2030 年には家庭用燃料電池（エネファーム）530 万台の市場導入や燃料電池自動車の世界最速の普及を目指す、と
いった方向性が示されており、今後の我が国の成長において燃料電池・水素分野への高い期待が伺えるところである。
　さて、燃料電池・水素分野への期待は我が国のみならず、世界的な拡がりをみせている。例えば燃料電池自動車に関して
は我が国企業と海外企業との連携が急務であり、水素ステーションの設置ではドイツが 2015 年までに 50ヵ所まで整備、米
国カリフォルニア州が 2015 年までに 68ヵ所整備する計画を打ち出すなど、各国とも積極的な取り組みをみせている。その
中で我が国では、エネファームの 4万台以上の市場投入の実績、2015 年までに 100ヵ所の水素ステーション整備方針をい
ち早く打ち出すなど、普及に向けた取り組みで世界をリードしていると言える。
　水素社会実現に向けては、世界的な規模で各国が協調しつつ取り組んでいく必要があることは既に共通の認識となってい
る。この国際的な枠組みとして日本、米国、ドイツを始めとした 18 の国と機関から構成される水素・燃料電池経済のため
の国際パートナーシップ（IPHE：International Partnership for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy）が 2003 年に
設立されたが、設立 10 年を迎え、今後の 10 年間の方向性を定める時期に日本が議長国として選出され、NEDOが議長職
を務めることとなった。これまでの我が国の取り組みが高く評価されたとともに、各国の議論をリードすることが期待され
ている。燃料電池技術としては競争領域に入りつつあるが、市場の創出、技術の普及といった「共創」領域における取り組
みも重要であり、NEDOとしてはこのような国際的な枠組みを積極的に活用していきたいと考えている。
　国内では、本年度より水素ステーション設置に対する助成制度が立ち上がるとともに、燃料電池自動車利用時における現
行規制上の課題やコスト低減に繋がる規制見直しが大きく進展している。一方、今後、現実化のための取り組みを進めてい
くなかで、新たな課題も浮き上がってくるものと思われる。
　例えば水素エネルギーを社会に導入するにあたり、「安全」を超えた「安心」を確立していくことは、一般社会からの受
容性を確保するため重要な要素である。これまでも水素の安全を確保するための研究開発について取り組みがなされてきた
ところであるが、これを更に進展させていくとともに、社会科学的な観点からのアプローチと一体となった取り組みが求め
られるであろう。
　NEDOは、その設立（1980 年）の翌年には、当時の工業技術院ムーンライト計画の一環として燃料電池技術開発プロジェ
クトを立ち上げ、また 90 年代初頭からは水素関連の技術開発プロジェクトをスタートさせるなど、設立来、燃料電池・水
素関連の研究開発に取り組んできた。この取り組みが実を結ぼうとする時期に着任し、その最先端の環境に身を置ける幸運
を感じている。一方で、社会からの高い期待を一過性のものとせず、持続的に、確実なものとしていくため、この先数年間
の取り組みの重要性はより一層高まるものであり、改めてその責務に身が引き締まる思いである。水素社会実現に向け、今、
その入り口に辿り着いたところである。関係の皆様とともに、一歩一歩、着実に進んでまいりたい。
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　今回は「海外における燃料電池開発状況」を特集した。一昨年の夏号で海外特集をしてからちょ

うど２年が経過した。我が国では 2009 年からエネファームが販売され、主に家庭用燃料電池と

して 2012 年末で累計約 50, 000 台が稼働している。また燃料電池車を 2015 年に市場投入する計

画であり、それに先行する形で水素ステーション建設の計画が進んでいる。

　前回の特集（Vol. 11 No. 1）では、ドイツ、カナダ、米国、英国、中国、インドの欧米、アジ

アから 6件の報告があった。今回は 2月末に開催されたFC EXPOに参加された方々を中心に

ドイツ、米国、フィンランド、スロベニヤ、中国の５か国から執筆者のアクティビティ並びに

各国の状況を報告していただいた。当センターも共催しているFC EXPOではその他多くの地

域、国々からの出展、参加がありすべての状況をご紹介できなかったが、新しい国々の状況も

紹介できたと考えている。

　昨年末にセンターが実施したアンケートでは燃料電池市場が垣間見えてくる中で、海外の状

況を知りたいとの要望が数多くあった。６月 23 日の日経新聞には燃料電池車の安全性の国際基

準で日本案を採用するとの記事も掲載され、海外と一体となった燃料電池の普及の重要性とそ

の中で如何に日本が特徴を出せるかということも重要であるということが示された。その意味

でも今回の海外状況の特集は非常にタイムリーであったと考える。

　今後も折に触れて海外の状況を紹介したいと考えており、こういう情報が欲しいといった要

望をいただけるようお願い申し上げると同時に、本特集が皆様のお役にたてば幸いである。

2013年夏号（Vol. 13 No.１）　特集主担当：和田　徹也、石田　政義
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